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【第 221回国会】令和８年４月 15日（水）、第５回の委員会が開かれました。 

 

１ 国土交通行政の基本施策に関する件 

・金子国土交通大臣、越智経済産業大臣政務官、加藤国土交通大臣政務官、上田国土交通大臣政務官及

び政府参考人に対し質疑を行いました。 

（質疑者）山本左近君（自民）、犬飼明佳君（中道）、福重隆浩君（中道）、奥下剛光君（維新）、臼木秀

剛君（国民）、吉川里奈君（参政）、山田瑛理君（みらい）、畑野君枝君（共産） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

山本左近君（自民） 

 

（１） Ｆ１日本グランプリを観戦した大臣の感想並びにモータースポーツを通じた自動車技術の振興及び

運輸部門における持続可能燃料を含むクリーンエネルギーの活用についての大臣の見解 

（２） トラック事業者向け軽油の供給滞りの実態把握の有無及び店頭価格との逆転現象の是正に向けた取

組方針 

（３） 国道 23号豊橋バイパスの４車線化及び浜松湖西豊橋道路の整備の現状及び今後の見通し 

（４） アスファルト等の建設工事に使用する石油製品の価格高騰を踏まえた工事請負代金額の変更を現場

に徹底する必要性及び短期的な価格変動を的確に反映すべくスライド条項を柔軟かつ迅速に運用する

必要性 

 

犬飼明佳君（中道） 

 

（１） 沖縄県名護市辺野古沖での小型船舶転覆事故 

   ア 転覆した船舶が海上運送法に基づく登録を要するものであったかどうかの確認 

   イ 再発防止策 

（２） 総合物流施策大綱（2026年度～2030年度） 

   ア 従来施策との相違点及び実効性確保に向けた大臣の覚悟 

   イ 新東名高速道路における自動運転トラックの実証実験の進捗状況及び自動運転トラックの社会実

装に向けたスケジュール並びに積雪寒冷地での自動走行に向けた実証実験の必要性 

   ウ 自動物流道路の実現に向けての取組内容及びロードマップ 

   エ 民間任せにせず国が過疎地域のラストマイル配送の維持・確保に取り組む必要性 

   オ デジタルアドレスの普及促進策 

   カ トラック運送業における多重取引の許容範囲及びペーパーカンパニーによる中抜き禁止等のより

強力な規制の必要性 

   キ トラック運送業における不当な商慣行の解消に向け強力な対策を硬軟織り交ぜて実施する必要性 

（３） 令和８年４月のトラック適正化２法の一部施行後における建設業及び廃棄物処理業の現場で使用さ

れる自家用ダンプカーの取扱い 

   ア 自家用ダンプカーを事業用に切り替える方法 

   イ 引き続き自家用ダンプカーを使用できる条件及び当該条件について周知を図る必要性 

 

 

 

（１） 中東情勢の影響による原油高から国民生活を守る大臣の決意 

（２） 中東情勢に伴うシンナーの流通の目詰まりへの対応状況及びその長期的な影響を踏まえた補正予算

の検討状況 

福重隆浩君（中道） 
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（３） トラック運送業における荷主等への価格転嫁の徹底に向けた取組方針 

（４） 気候変動 

ア 「日本の気候変動 2025」（気象庁報告）で示された気候変動の実態の概要 

イ 気象衛星による予測精度の現状及び今後の見通し 

ウ 気象庁による気候変動の情報発信及び周知活動の取組内容 

（５） 渇水対策 

ア 渇水リスクへの取組内容及び最新の全国の渇水状況並びに水資源確保に向けた戦略 

イ 利根川水系の河川整備計画において見直された上流域のダム等による調整流量及びその理由 

 

奥下剛光君（維新） 

 

 沖縄県名護市辺野古沖での小型船舶転覆事故 

ア 当該船舶への乗船プログラムの導入の経緯、契約形態及び内容 

イ 事故の刑事責任の所在 

ウ 海上保安庁による事故当日の当該船舶への注意喚起及び乗員が修学旅行生であることの認識の有 

 無 

エ 海上運送に係る船舶の事業登録の有無及び臨時制限区域の可視化の必要性 

オ 旅行会社等の保険関係の有無 

カ 今回の乗船プログラムと同様のプログラムを実施していた学校の把握状況 

キ ア～カを踏まえた大臣の所見 

 

臼木秀剛君（国民） 

 

（１） 沖縄県名護市辺野古沖での小型船舶転覆事故 

ア 海上運送法に基づく一般不定期航路事業の登録 

ａ 届出制度から登録制度へ移行した法改正の内容確認 

ｂ 無償であっても他人の需要に応じた運航であれば登録の対象となるかの確認 

ｃ 反復継続（事業性）を登録要件とした条文の確認 

イ 過度な自由や権利行使に対しては関係省庁が連携して厳格な対応を行う必要性 

（２） 民間施設直結スマートインターチェンジ 

ア 活用件数が少なく工業団地や物流施設に活用が広がらない理由及び活用拡大に向けての課題 

イ 自動運転の社会実装を見据えた高速道路に直結した物流拠点整備への国の取組の必要性 

（３） 道路の除排雪 

ア 除雪機のオペレーターの確保及びＩＣＴ化等の課題に対する認識 

イ 国として人材確保及びＩＣＴ化等に主体的に取り組む必要性 

（４） 北海道新幹線の札幌延伸の開業時期 

ア 2035年度末から 2030年度末を目指すとされた後に 2038年度末以降の開業見込みとなった経緯 

イ 開業時期の早期明示及びＪＲ北海道の経営自立に向けた支援等の地元の要望に対する取組方針 

（５） ＪＲ北海道のいわゆる「黄線区」の上下分離及び鉄道貨物輸送の密度の高い区間の保守整備等につ

いての課題認識並びに今後の取組方針 

 

 

吉川里奈君（参政） 

 

中東情勢 

ア ペルシャ湾内における日本関係船舶の乗組員の安全確保の現状及び緊急時の初動対応の想定内容 
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イ エネルギーの安定供給 

ａ 安定供給に向けた外交交渉の状況 

ｂ 原油代替調達見通しの実際の確保状況の確認 

ｃ 実際に調達した原油量の情報公開の必要性 

ｄ 石油供給制約の長期化を見据えた政府の方針の明示及び国民への危機認識共有の必要性 

ウ 石油関連製品の価格高騰等による住宅市場及び賃貸市場への影響に対する認識 

 

山田瑛理君（みらい） 

 

（１） 港湾のＤＸ化、自動化、国際競争力強化 

ア サイバーポートの普及実績への評価、ＫＰＩの設定と進捗管理の仕組み及び海外港湾との情報連

携に対する見解 

イ 港湾荷役の自動化及び遠隔操作化の遅れへの対応方針 

ウ 港湾ＤＸ、自動化、国際競争力の遅れを取り戻すために国が前面に立って取り組む必要性 

（２） タワーマンションの老朽化対策 

ア 専用の長期修繕計画ガイドラインの整備及び国による実態把握の必要性 

イ 修繕積立金の下限基準の設定及びマンション管理計画認定制度の利用割合の目標設定等の対策の

検討内容 

ウ タワーマンションの老朽化対策を早急に講じる必要性 

 

畑野君枝君（共産） 

 

中東情勢に伴う石油関連製品の価格高騰・供給不足による建設業への影響 

ア 建設業の逼迫した状況に対する大臣の認識 

イ 住宅建設関連や中小零細事業者の倒産の増加に鑑みた対応強化の必要性 

ウ 事業継続のための中小事業者への緊急的な資金繰り支援の必要性 

エ コロナ禍同様の持続化給付金等の直接的な支援策の必要性 

オ シンナーの供給制約 

 a 原因及び対策 

 b 政府の能動的な情報収集の必要性 

 

２ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律案（内閣提出第 22号） 

・金子国土交通大臣から趣旨説明を聴取しました。 

 


